
書式第１３号（法第２８条関係）

   令和４年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ　ＡＬＩＶＥ

※2022年12月14日（法人設立日）～2023年3月31日 （単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取会費 28,291

正会員受取会費 25,291
賛助会員受取会費 3,000

２　受取寄附金 916,767
受取寄附金 916,767
施設等受入評価益

３　受取助成金等 982,919
受取補助金 982,919

４　事業収益 0
          事業収益
          事業収益

５　その他の収益 0
受取利息

経　常　収　益　計 1,927,977
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 288,532

現地雇用費 288,532
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

（２）その他経費 38,978
活動費 10,454
消耗品費 590
租税公課 126
雑費 27,808

事業費計 327,510
２　管理費

（１）人件費 0

（２）その他経費 23,657
活動費
物品購入費
消耗品費
通信運搬費 22,101
租税公課
雑費 1,556

管理費計 23,657
経　常　費　用　計 351,167
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① 1,576,810
【Ｃ】　経　常　外　収　益

経　常　外　収　益　計 0
【Ｄ】　経　常　外　費　用

経　常　外　費　用　計 0
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・② 0
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ 1,576,810

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 0

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 1,576,810

事 業 報 告 用



書式第１６号（法第２８条関係）

※2022年12月14日（法人設立日）～2023年3月31日 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ　ＡＬＩＶＥ

１． 重要な会計方針

　　

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 固定資産の減価償却の方法

　 引当金の計上基準

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

消費税等の会計処理

２． 事業別損益の状況

（単位：円）

母子保健講習
会事業

若年妊娠抑
制事業

精神保健事
業 　―　事業

Ⅰ　経常収益

受取会費 0 28,291 28,291
受取寄附金 804,666 804,666 112,101 916,767

受取助成金等 200,000 782,919 982,919 982,919
事業収益 0 0

その他収益 0 0

経常収益計 804,666 200,000 782,919 0 1,787,585 140,392 1,927,977

Ⅱ　経常費用
人件費 0 0

現地雇用費 288,532 288,532 288,532
･･････････ 0 0

人件費計 288,532 0 0 0 288,532 0 288,532

その他経費

活動費 10,454 10,454 10,454

消耗品費 590 590 590

通信運搬費 0 0 22,101 22,101

租税公課 126 126 126

雑費 27,808 27,808 1,556 29,364

･･････････ 0 0

その他経費計 38,978 0 0 0 38,978 23,657 62,635

経常費用計 327,510 0 0 0 327,510 23,657 351,167

当期経常増減額 477,156 200,000 782,919 0 1,460,075 116,735 1,576,810

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

（単位：円）

金額

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。　　　　

事業部門

事業部門計 管理部門 合計
アフリカの途上国における、

母子死亡率を改善するための事業科目

　　令和４年度　　計算書類の注記

計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議会）に
よっています。

（１）

現在、棚卸資産に該当する資産はありません。

（２）

現在、固定資産に該当する資産はありません。

現在、引当金に該当する資金はありません。

（３）

（４）

（５）

施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上致しません。

 １．

 ２．

 ３．

0 計上無しのため、特になし

 ４．

 ５．

（１）

（２）

内容 算定方法

計上なし

事業報告用



４． 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。

当法人の正味財産は1,576,810円ですが、そのうち1,460,075円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は116,735円です。

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 200,000 0 200,000

0 782,919 0 782,919

0 804,666 327,510 477,156

0 1,787,585 327,510 1,460,075

５． 固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
有形固定資産

0 0 0 0 0 0

無形固定資産

0 0 0 0 0 0

投資その他の資産

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

６． 借入金の増減内訳

（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
0 0 0 0

0 0 0 0

７． 役員及びその近親者との取引の内容

令和4年度において、役員及びその近親者との取引は発生していないため記載を省略致します。

（単位：円）

計算書類に計
上された金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

（活動計算書）

活動計算書計

（貸借対照表）

貸借対照表計

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

備考

令和5年度にケニアで行われる若年妊娠抑
制事業のための助成金

令和5年度にケニアで行われる精神保健事
業のための助成金

ケニアで行われている母子保健講習会事業
のための寄付金

内容

毎日新聞社大阪事業
団『世界子ども救援
金』

LUSHチャリティバン
ク助成金

母子保健事業寄付金

合計

科目

該当資産無し

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

現在、役員や従業員の報酬・給与などなく、現地での事業に直接従事する現地人スタッフへの日当以外の人件費はあり
ません。また、他に事業部と管理部での共有に該当する物品やサービスなどの支出もないため、按分する費用はありま
せん。

現在、現金以外の資産はないため、特に記載する事項はありません。

該当資産無し

該当資産無し
合計

科目

借入金無し
合計

科目



書式第１５号（法第２８条関係）

令和４年度　貸借対照表
特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ　ＡＬＩＶＥ　

※令和５年３月３１日時点 （単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

1,576,810
現金預金 1,576,810
　　小口現金（日本） 26,735
　　小口現金（ケニア）　※適用レート  KES１=JPY1.045403 64,216
　　普通貯金（みずほ銀行／日本） 1,072,919
　　普通貯金（ABSA銀行／ケニア）　※適用レート  KES１=JPY1.045403 412,940
未収金 0
棚卸資産 0

流動資産合計　・・・① 1,576,810
２　固定資産

（１）有形固定資産 0
0

（２）無形固定資産 0
0

（３）投資その他の資産 0
0

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 1,576,810

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

0
未払金 0
預り金 0

流動負債合計　・・・③ 0
２　固定負債

0
長期借入金 0
退職給付引当金 0

固定負債合計　・・・④ 0
負　債　合　計　③＋④ 0
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 0
当期正味財産増減額 1,576,810

正　味　財　産　合　計 1,576,810

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 1,576,810

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

     令和４年度　財産目録
特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ　ＡＬＩＶＥ

※令和５年３月３１日時点          （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

1,576,810
現金預金 1,576,810

　　手元現金（日本） 26,735
　　手元現金（ケニア）　※適用レート  KES１=JPY1.045403 64,216
　　普通貯金（みずほ銀行／日本） 1,072,919
　　普通貯金（ABSA銀行／ケニア）　※適用レート  KES１=JPY1.045403 412,940

未収金 0
なし

棚卸資産 0
なし

流動資産合計　・・・① 1,576,810
２　固定資産

（１）有形固定資産 0
なし

（２）無形固定資産 0
なし

（３）投資その他の資産 0
なし

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 1,576,810

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　事業費流動負債

0
なし

流動負債合計　・・・③ 0
２　固定負債

0
なし

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 0

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 1,576,810

事 業 報 告 用


